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「明るいシステム部門・情報子会社の方向性を探る！！」 
 ＩＴトップフォーラム のご案内 

2015 年 7 月 21 日 システム企画研修株式会社 

当企画の背景 

 

 

 

 

 

 

         「上野則男のブログ」でも添付のようにご紹介しましたが、 

         「ごもっとも」 という部分も多々ございます。 

 

 
 
 
 

当書では、情報サービス企業自体の問題点も取りあげていますが、 
ここでは、情報子会社を含むシステム部門の問題に限定して整理いたします。 

 
以下の説明で「システム部門」には情報子会社も含みます。 
皆様のところも、この１０か条のいくつかが当てはまっているのではないでしょうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＩＴトップフォーラムの趣旨は以下のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以下のご案内の研究内容は、現時点での例だとお考えください。 
実際の研究テーマはご参加の皆さまのご意見で決めさせていただきます。 

日経コンピュータ元編集長 木村岳史さんの書かれた  
「ＳＥは死滅する」 が世間を騒がせています。 

「システム部門変革ガイドブック」を 1995 年に刊行して以来、 
システム部門・情報子会社ウォッチャーを任ずる上野が、上野の見解も一部交え、 
主要な点を整理いたしますと 別紙のような１０か条になります。 

課題を抱えておられる皆様が集まって、課題を解決しておられる 
先進事例からの学びも含めて、 

どうすればこれらの課題を克服して 
 「期待されるシステム部門」 
 「期待されるシステム要員」 

になれるのかを真剣に研究してみようではありませんか、 

というのが 

今回の企画です。 

木村岳史さんには当フォーラムにも適宜ご参加いただきます！！ 

1. 「ＩＴトップ」とは 

企業のＩＴシステムを仕切

るトップ、すなわち、 

企業の情報システム部門の

長、およびその分身である情

報子会社の社長にご参加い

ただきます。 

2. 「フォーラム」とは 

志を同じくする方にお集ま

りいただいて 

問題点や方向性を研究した

り議論したりする会合 

という意味です。 

3. 成果 

成果をお持ち帰りいただけ

るように、 

講師からの仮説プレゼン資

料、議事録、意見交換に基づ

く仮説の補強・改訂版 

をご提供します。 
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「明るいシステム部門・情報子会社の方向性を探る！！」 
 ＩＴトップフォーラム のご案内 

  

 

 
 憂慮すべき状況 影響結果 

1 

各ユーザ部門のまたは担当の個別要求を取り

入れた「手作りシステム」の要求をほぼ無差別

に取り入れてシステムを作っている。 

 業務の標準化ができず、業務処理のコスト増大を招き、日本

企業の低生産性を招いている。 

 事業のグローバル展開に支障をきたしている。 

 世界の先端的ツール類の導入に支障をきたしている。 

2 

システム部門は、基幹系業務の運用保守が中心

業務になり、事業部門が期待する事業強化シス

テムの支援ができない。 

 システム部門の評価が下がる。 

 事業部門はやむを得ず、直接、外部のＩＴ企業に依頼する。

 それでできるシステムは孤立型のシステムで、後日既存シス

テムとの連携に支障をきたす。 

3 

基幹系業務の運用保守も実業務部分を外部依

存（「丸投げ」）しているために、システム部門

は「土管部署」（通すだけ）になってしまって

いて、外部依存業務の実質的コントロールをし

ていない。 

 実業務部分の評価力を失い、「委託先の言いなり」「新技術・

新手法導入の停滞」「業務改善の放棄」状態となっている。

 システム部門が責任を持ってシステムを仕上げるという体

制がとれていない。 

 システムの完成は「あなた任せ」状態となってしまう。 

4 
基幹系業務の運用保守業務をフルアウトソー

シングしている場合には、業務部門の要求に対

する機動性が欠如する。 

 部門の業務運営に支障をきたす。 

 事業競争力の低下を招く。 

 社内のＩＣＴ関係の技術基盤を失い、将来に禍根を残す。 

5 

本来、発注側企業でこれだけは責任を持って担

当すべき要件定義についても、システム部門が

主導できなくなっている。 

 不十分な内容で開発発注するために、手戻りや停滞が発生し

納期不備・コスト増大・不満足な完成システムの実現を招い

ている。 

 システム部門は経営の中で存在感を主張できず、「システム

部門＝役に立たない部門」の評価となってしまう。 

6 
全社のシステムアーキテクチャに対する基本

方針が作られていない。 

 アプリの設計基準は？クラウド利用方針は？アジャイルは

どうするの？すべて出たとこ勝負。これでは効果的・効率的

なシステム運営・人材育成はできない。 

7 

開発途中で変化していくユーザ（お客様）の要

望や保守（エンハンス）の要求を「お客様は神

様」精神で安易に受け入れてしまう。 

 納期遅延・採算悪化のリスクがあるだけでなく、担当要員の

過酷勤務を招く。 

 保守（エンハンス）要員が受身精神になり、担当業務改善・

革新の担い手になりえない。 

8 

基幹系業務の運用保守を長くやっていると、思

考が保守的（何かあると困る、だからなるべく

難しいこと・新しいことはしない）になり、要

求されている変化に対する抵抗勢力となる。 

 システム部門の中では、人材が育たない。特に、これからま

すます期待される事業部門の事業をＩＣＴで強化する支援

を行える人材について。 

9 
旧来型技術者は、「爆速」「カスタマーエキスペ

リエンス（現場感覚）」が重視される新しいビ

ジネス支援システムに対応できない。 

 旧来型技術者（SE）が Web 系の技術者にとって代わられ「駆

逐される」。 

10 

旧来型システム運営（開発・保守・運用）では、

個人が前面に出ない（目立たない、高く評価さ

れることがない） 

 旧来型システム／ＩＴの世界を目指す有能な若者がいなく

なる。 

 現在のシステム部門要員のモラールも上がらない。 

 日本の情報システム能力の低下、ひいては日本の事業競争力

の低下を招く。 

 

システム部門の基本課題１０か条 
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「明るいシステム部門・情報子会社の方向性を探る！！」 
 ＩＴトップフォーラム のご案内 

 

1. 当フォーラムの目的・ねらい（Why） 

 合計６回開催 

 各回１３時半から１８時まで各２テーマ研究 

 １８時半から情報交換会実施。 

 会場は市ヶ谷のアルカディア市ヶ谷を予定。 

 コーディネータは各回とも上野則男 
（「システム部門変革ガイドブック」 
 の著者） 

 研究内容案は「当フォーラム研究内容等」 
をご参照ください。 

2. 当フォーラムの内容・実施方法（What、How）

１）システム部門長（スタッフとのペア参加も可） 

２）情報子会社社長（スタッフとのペア参加も可） 

 これ以外の企業の方はご参加いただけません。 

3. 当フォーラムのご参加対象者（Where） 

 ２０１５年８月からの開始で 

 １か月半に１回のペースを想定しています。 

 １回目の日程は、ご参加予定者のご都合で調整いたし

ます。 

 ２回目以降の日程は、１回目に皆さまのご希望で決定

いたします。 

4. 当フォーラムの実施時期（When） 

 システム企画研修株式会社が講師の依頼から当日運営

まで一貫して担当いたします。 

5. 当フォーラムの講師・運営担当（Who） 

 ペアご参加で合計４０万円（消費税別） 

 単独ご参加は合計３０万円（消費税別） 

 代理出席も可です。 

6. 当フォーラムのご参加料金（How Much） 

（１）目的 

１） システム部門／システム要員が抱えている基本課題

を整理いたします。 

２） その整理からシステム部門のミッションを明確化し

ます。 

３） そのミッション・基本課題にどう対応すべきかをご

検討いただきます。 

４） そのミッション達成・基本課題解決または改善の事

例をご研究いただきます。 

５） システム部門・情報子会社の方々と交流していただ

きます。 

（２）ねらい 

１） システム部門・情報子会社の今後の方向付けの

参考にしていただきます。 

２） システム部門・情報子会社の革新を実現してい

ただきます。 

３） 経営トップ・ユーザ部門からのシステム部門・

情報子会社の評価を刷新していただきます。 

４） 究極的にはシステム部門が経営幹部のエリート

コースになることを期待たします。 

お問い合わせ  システム企画研修㈱  
電話：03-5695-3130  mind-pc@newspt.co.jp 
 http://www.newspt.co.jp 
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「明るいシステム部門・情報子会社の方向性を探る！！」 
 ＩＴトップフォーラム のご案内 

当フォーラム研究内容案 
回 区分 研究内容 担当講師 

第１回 

基本課題 

と部門 

ミッション 

の認識 

 システム部門・情報子会社の抱えている基本課題を木村岳史氏の指摘事項を踏ま

えて整理をいたします。 

 これについての意見交換をしていただきます。 

 その上でシステム部門（情報子会社含む）のミッションを整理します。 

 それらを踏まえ、その後の研究テーマを皆さまのご意見により決定いたします。

上野則男 

  以下は仮案です。テーマ１～4 のゴールの例は「“第 2 世代”のシステム部門が果たすべき役割」参照 

ﾃｰﾏ 1 要件定義支援  下記【要件定義支援の内容】参照 上野則男 

ﾃｰﾏ 2 エンハンス業務  どの範囲をどう担当すべきか。 上野則男 

ﾃｰﾏ 3
開発プロジェクト

管理 

 ベンダ活用前提で何をどこまでどうすればよいか。

 自ら担当する部分の直接プロマネと他社をフォロ

する間接プロマネの混淆のあり方を研究します。 

プロジェクト

管理専門家

ﾃｰﾏ 4
ＩＴ基盤の 

企画・設計・維持

 この領域は専門 IT ベンダの支援が前提ですが、こ

の成否はサービス率・コストに大きな差を生みます。

 ＩＴ基盤(クラウド含むハード基盤、使用言語含む

ソフト構造、アジャイル・超高速開発等の開発方式)

の選択チェックリストを作成します。 

 留意事項を皆様で補強していただきます。 

 「うちではこうしている」の先端的事例の提示もし

ていただきます。 

ＩＴイノベ

ーション殿

ﾃｰﾏ 5

積極的事業競争

力強化に繋がる

ＩＣＴ支援ビジ

ネスシステム開

発への参画 

第２回 

 

～ 

 

第４階 

シ
ス
テ
ム
部
門
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
原
理
編
（
仮
説
の
提
示
・
研
究
） 

「積極的事業競争力強化に貢

献するＩＣＴ支援ビジネスシ

ステムの例」をご参照くださ

い。 

 日経コンピュータ誌 2015.6.11 号 P.7「攻めの IT経営銘柄」

に選定された 18 社の取り組み 参照。 

 これからのシステム部門・情報子会社に最も期待される機

能です。 

 この目的を達成するための人財養成・強化はどうす

ればよいかを検討します。そのゴールは多くのケー

ススタディをこなすことでしょう。 

 既にこの目的のために某大手重工殿では、企業内の

研究開発部門を含めたＩＴ関連組織・要員を集中さ

れています。できればその事例も研究いたします。

奥井規晶氏

上野 

  以下は候補例です。１回に２事例のご発表を想定しています。 

第５回 

第６回 

事
例
研
究
編 

 「当社ではこうしている」 ········Ｋ社、Ｄ社（ICT ビジネス支援面中心） 

 全て内作主義の事例 ··············Ｃ社  

 インソース化した事例 ············Ｎ社、Ｊ社 

 フルアウトソーシングで中に戻せなくなった事例 

 内部技術の強化事例 ··············Ｋ社 

 情報システム部員に対するＪＡＶＡの研修実施事例 

 

 

要件定義の主役は業務担当部門・現場です。 
しかし現場はニーズを出すことはできますが、それを的確にシステムの要件としてまとめることはできません。 
そこでその役割はシステム部門が負わなければならないのです。 
その役割を誰も果たしていないために、要求の羅列に過ぎない「要件定義書まがい」が開発側に提示されたりするので

す。これではまともなシステムができるわけがないではありませんか！！ 
なお、システム部門と情報子会社の役割分担は建前でなく現実的に設定・運用する必要があります。 
私どもは、システム部門の要件定義支援としては、以下の内容をプロとして実施すべきだと考えます。 
 要件定義実施プロセスを主導する。 
 開発・エンハンスの「目的・ねらい」を決める支援ができる。

 技術面の方向付け（アーキテクチャ設計）ができる。 

 既存システムとのインタフェース設計ができる。

 見積りができる。 
 要件定義書を作る。 

【
要
件
定
義
支
援
の
内
容
】 

この役割を果たさないマイナス面を明示します。 

 なお、ご希望者には、弊社が開発した 
「要件定義ガイド（スクラッチ開発編・パッケージ利用開発編・システム再構築編込み）」
(定価１００万円)を無償提供いたします。
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「明るいシステム部門・情報子会社の方向性を探る！！」 
 ＩＴトップフォーラム のご案内 

 

2015年6月29日

システム企画研修㈱　上野則男

一般的
状況の
想定

チェック
欄

A1-1 クラウドの利用方針 △

A1-2 サーバの利用方針（いかなる場合に何を） △

A1-3 クラサバシステムのアーキテクチャ設計方針 △

A1-4 コンピュータセンタの設置方針 ○

A1-5 ネットワーク設計・利用方針 △

A1-6 ミドルソフト利用方針 ○

A1-7 仮想化技術の利用方針 △

Ａ2 ＩＣＴ稼働環境の維持 A2-1 上記方針に基づき維持・運営 ○

A3-1 パッケージ利用ガイド △

A3-2
アプリケーション・アーキテクチャの設計ガイ
ド(一元ＤＢ方式かコンポーネント疎結合型か
など)

×

A3-3 アジャイル開発の利用方針 ×

A3-4 ｢超高速開発｣の利用方針 ×

A3-5 ビッグデータの活用ガイド ×

A3-6 要件定義実施標準の設定 △

Ａ4
システム開発運営基準の
設定

A4-1
システム開発業務を委託先を含めどこでどの
ように分担するかの基準

○

A5-1 自身で業務を実施する場合のガイド ○

A5-2 委託した業務を管理する場合のガイド △

A6-1 データ項目の標準化 △

A6-2 データ項目管理 △

A7-1
どういう役割分担で、各部門、システム部門、
委託先が担当するかの方針設定

△

A7-2
どういう手法・ツールを用いて実施するかの
決定

△

Ａ8 システム運用方針の設定 Ａ8 システム運用方針の設定 ○

Ａ9
情報セキュリティ
管理基準の制定

Ａ9
情報セキュリティ
管理基準の制定

○

Ａ10 個人情報保護規定の制定 Ａ10 個人情報保護規定の制定 ○

Ａ
　
イ
ン
フ
ラ
整
備

「第２世代」のシステム部門　※　が果たすべき役割
※　含む情報子会社殿

・コンピュータおよびネット
ワーク設備

・ツール系ソフトウェア(含
む開発ツール)

・開発方式（開発方法論・
手法（システム企画の方
法論・手法が特に重要））

・データ項目の管理

・セキュリティの管理 プロジェクトマネジメント
ガイドの作成

Ａ6 データマネジメントの推進

Ａ1

Ａ7 ソフト保守運営方針の設定

Ａ5

第2世代のシステム部門の役割
(「ｼｽﾃﾑ部門変革ガイドブック」の主張)

あるべき現状（上野私見）

システム開発標準の設定

ＩＣＴアーキテクチャの
活用方針の設定
（右記を設定し部門内・社
内に周知しているか？）

Ａ3

年代
先端的事例の場合

第1世代 1955年～1985年 ・業務機械化推進の主役

第2世代 1985年～2015年
・ビジネス強化システムの運営
　（主役は各部門）

第3世代 2015年～
・第２世代の役割、プラス
・ＩＣＴ主導ビジネスの開発支援

以下の検討の前提条件

第１世代・第２世代の区分は
「システム部門変革ガイドブック
（1995）」の主張による。

システム部門
の世代

役割 備考

プルダウンリストから
選択してください。
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一般的
状況の
想定

チェック
欄

B1 要件定義の支援・推進 B1-1

各部門が提示する要求・要望を基に、「要件
定義実施標準」の定める必要事項を満たす
ように要件定義作業実施を支援する（実現方
式部分は自らの責任範囲である）。

△

B2 開発実施の支援 B2-1
システム部門自ら実施するか、外部企業に
委託するかにかかわらず支援する。各部門
から直接委託するかどうかは手続きによる。

○

B3 システム保守の支援 B3-1
システム部門自ら実施するか、外部企業に
委託するかにかかわらず支援する。各部門
から直接委託するかどうかは手続きによる。

△

B4 システム運用の支援 B4-1
システム部門自ら実施するか、外部企業に
委託するかにかかわらず支援する。各部門
から直接委託するかどうかは手続きによる。

○

B5-1 要件定義段階での支援・関与 △

B6-1 実装段階での支援・関与 ○

B6
先進的システム企画の提
案

B7-1
現時点ではＩＣＴ主導ビジネス創造の支援が
求められている。

×

B7
先進的システム開発・
業務革新の推進

B8-1
新技術、新開発手法、新アーキテクチャコン
セプトを進んで研究し取り入れていくことが求
められている。

△

C1 各部門の部門内ＳＡ(システムアナリスト)の育成 ×

C2 ローテーションによるシステム企画者の育成 △

C3 社内のシステム企画能力向上 ×

C4 社内の情報リテラシ向上 △

○ 0

合計 △ 0

× 0

　
　
　
　
　
リ
テ
ラ
シ
の
向
上

Ｃ
　
シ
ス
テ
ム
・

・インフラ利用の技術指
導

・先進的システム企画の
提案

・先進的システム開発・業
務革新の推進

・部門間システム連携の
調整

・力不足部門の手助け
（本来は上記「インフラ整
備」の内容に従って各部
門責任で実施すべきであ
るが、できない部門は手
伝いましょうという趣旨）

・各部門の部門内ＳＡ(シ
ステムアナリスト)の育成

・ローテーションによるシ
ステム企画者の育成

・社内のシステム企画能
力向上

・社内の情報リテラシ向
上

B5
部門間システム連携の調
整

Ｂ
　

(

各
部
門
に
対
す
る

)

指
導
・
援
助
・
調
整

第2世代のシステム部門の役割
(「ｼｽﾃﾑ部門変革ガイドブック」の主張)

あるべき現状（上野私見）
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「明るいシステム部門・情報子会社の方向性を探る！！」 
 ＩＴトップフォーラム のご案内 

 

  
 積極的事業競争力強化に貢献する 

ＩＣＴ支援ビジネスシステムの例 

 

 

 

 

 

 

 

（注）区分  

Ａ ＩｏＴ要素あり事例 

Ｂ ビッグデータ分析要素あり事例 

Ｃ 顧客サービス向上事例 

Ｄ 経営戦略対応社内システム整備事例 

一部推定を含みます。 

 

主な取組み 
区分 企業名 業種 

（Ｔはタブレット利用） 

Ａ 小松製作所 機械  建設機械にセンサーを組み込み、保守サービスを高度化

Ａ ブリヂストン ゴム製品 
 建設・鉱山車両用タイヤの空気圧や温度情報を運転者・

管理者に提供 

ＡＢ 日立製作所 電機 
 社会インフラ事業で顧客の現場から稼働情報を収集・分

析し事前保守を実現 

ＡＢ 大阪ガス 電気ガス  ガス機器の運用情報を集積し補修時間の短縮等を実現 

Ｂ 三井物産 卸売 
 人工衛星によって収集したデータを分析し、農業生産改

革を目指す。 

Ｃ 東京センチュリーリース 金融 
 リース資産の契約情報・履歴情報を一元管理するＡＳＰ

サービスを提供 

Ｃ トッパン・フォームズ 印刷 
 複数ブランドの電子マネーに対応したクラウド型決済

プラットフォームを提供 

Ｃ 東日本旅客鉄道 陸運 
 Ｔ 駅員・乗務員にタブレットを配付し、輸送災害発生

時の迅速な対応・ご案内に活かす 

Ｃ 積水ハウス 建設 
 Ｔ ＣＡＤの設計データと住宅建築の各工程と連動さ

せ邸別情報の一元管理を実現 

Ｃ 
三井住友 

フィナンシャルグループ 
銀行 

 Ｔ 質問応答システムの回答用ＤＢをつど更新レベル

アップ 

Ｄ ＪＦＥホールディング 鉄鋼 
 海外工場向けに標準化した販売・生産・原価管理システ

ムを構築 

Ｄ 
アサヒグループ 

ホールディング 
食料品 

 グループ共通の需給・生産管理、調達、原価計算等の基

幹業務システムを構築 

Ｄ 日産自動車 輸送機器  海外工場に短期導入できる標準パッケージを開発 

 

 2015 年度経済産業省「攻めのＩＴ経営銘柄」に選定された
企業の代表的ビジネス支援システムです。 
 経済産業省ホームページ「攻めのＩＴ経営銘柄」、 

日経コンピュータ誌「2015.6.11 号 P.7「攻めの IT 経営銘柄」
に選定された 18 社の取り組み」 

を基に 

上野が編集 
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533 「ＳＥは死滅する」ですって？？？ 

№80 2015 年 5 月 

 
【このテーマの目的・ねらい】 
目的： 

 「ＳＥは死滅する」とは何ごとかを知っていただ

きます。 
 ＩＴ部門・ＩＴ業界の宿痾（長い間治らない病気） 

を知っていただきます。 
 論陣を張れば「叩かれる」ことを知っていただき

ます。 
 私が「叩くこと」を知っていただきます。 
 エンハンス（保守）業務を多くのＩＴ関係者がよ

く知らないことを知っていただきます。 
ねらい： 

 何かに活かしていただきます。 
------------------------------------------------- 
 
「ＳＥは死滅する」は、日経

コンピュータ誌の編集長も

された木村岳史さんの著書

です。 
 
私も、ときどき日経コンピュ

ータの「極論暴論」を読んで、

なかなか面白い、思い切った

切り口で問題提起する方だ

と感心していました。 
 
そういう極論暴論をまとめ

て出版されたのです。 
 
 
木村さんの強みは記者という立場で、多くの方と直接会

って、その意見を聞かれている点です。 
説得力があります。 
 
本書の主張の目玉は、本書の帯にこう書かれています。 
 
人月商売、多重下請けがもたらす４５の害毒 
社長から「君たちは要らない」と宣告されたＩＴ部門の

４年後 
 
「ＳＩガラパゴス」を育んだＩＴ部門の罪（特注ソフト

をいい加減な仕様で無理を押しつけて作らせてきた。 
こんなビジネスモデルは世界で通用しない） 

 
このテーマに関連して本文中に「ＩＴ部門が没落すれば

ＩＴ業界の大概の問題は片付く」 
というタイトルでの見解提示をされています。 
  
人手不足を騒ぐ IT ベンダー、もういい加減にしなさい！  

（今は特需ブーム、これが過ぎた時どうするの？） 
 
感動するバカ、怒るアホウ―客とベンダーの悲喜劇 
（ＩＴベンダ―の立場が分かっていないＩＴ部門） 
 
寿命が尽きるＩＴ部門に「終活」のススメ 
（ＩＴを活用したビジネスを創ることが主体になるこれ

から。ＩＴ部門は解体し、運用とアプリ保守を分離 
運用はクラウド活用も。アプリ保守と事業部のシャドー

ＩＴを一体化する） 

法外な開発料金の見積り根拠、「客には絶対に言えませ

ん」（発注仕様が信用できないから、リスクを乗せるしか

ない） 
 
多くのシステム部門や情報サービス企業殿と関わってき

た私としてもほとんどが賛同できる内容です。 
 
肝心の「死滅するＳＥ」とはこういうことです。 
ただし、本文中には死滅するという言葉は出てきません。 
これまた出版社の「作戦」です。 
 
「ＳＥ」を中途半端な何でも屋だと解説しています。 
 
システム開発における「総合職」だ。 
アーキテクトもやるし、プログラマーも、プロマネもや

る。 
運用・保守担当をやったりもする。 
プロマネは技術職ではないはずだが。 
 
そんな異種の業務をまともにこなすことなんか、できる

はずがない。 
 
このＳＥ職種は、これまでのウォーターフォール型基幹

システム開発で成り立ったもので、これからは、その職

種が主役になることはない。 
 
これからの花形職種は別の面での「何でも屋」だ。 
それはゼネラリストではなくバーサタイリスト（多能の

人）である。 
 
この職種は、アジャイル方式等で開発する小回りのきく

ビジネスシステムを業務部門の人と一緒になって試行錯

誤をしながら仕上げていく人である。 
そこでは業務プロセス設計力よりも顧客との接点の設計

（カスタマーエクスペリエンス）が重要。 
 
ビジネスが分からなければならないし、 
その後の開発も移行もこなさなければならない。 
 
ＩＴを活用するビジネスモデル作りは経営が求めている

ことである。ＩＴ部門はその期待に応えなければならな

いし、バーサタイリストがこの役割を担うのである。 
 
田中氏の論調を実感していただくため、以下に転載いた

します。 
 

中途半端な丸投げで墓穴を掘る 

 こうしたＩＴ部門がシステム開発を外注する際には、当

然ＩＴベンダーへの丸投げだ。 
言葉のイメージは悪いが、もちろん丸投げ＝悪とは限らな

い。 
 
だが劣化したＩＴ部門は"丸投げの作法"すら守れない。 
 
事業部門やＩＴベンダーの担当者なども含め皆を開発プ

ロジェクトの地獄の一丁目へ誘ってしまう。 
 
 一般に丸投げと言っても、二通りのパターンがある。 
一つは、要件定義まではＩＴ部門がしっかりと行い、実際

の開発だけをプロジェクトマネジメントも含めて丸投げ

するケースだ。 
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  この場合、プロジェクトの進捗確認など最低限のベン

ダーマネジメントや、要件を満たすシステムが出來上がっ

たことを確認する検収をしっかりと行えば、問題なくシス

テムは完成する。 
 
そもそも要件に漏れがあったり、揺らいだり、膨らんだり

しなければ、システム開発のプロであるＩＴベンダーに任

せておけば、よほどのことがない限り失敗しようがないの

だ。 
 
 もう一つは、要件定義などの上流工程も含めて全てを 
ＩＴベンダーに丸投げするケースだ。 
実は、これもそれ自体は悪いことではない。 
 
これをユーザー企業の事業部門の観点で言うと、上流工程

も含めてＩＴベンダーに丸投げすることにほかならない

(参照ＩＴベンダーが狙うＩＴ部門飛ばしの極意）。 
 
 だが、ＩＴ部門はそれを認めると自身の存在意義が無く

なるので間に入ろうとする。 
 
ただ、前述したように事業部門などとはコミュニケーショ

ンレスで断層ができているから、まともな要件定義はでき

ない。 
 
要件は抜けだらけになり、ＩＴベンダーも自己の勝手な解

釈で動かざるを得なくなる。 
 
 もう失敗は確実である。以前そんな状況に陥ったプロジ

ェクトを請け負ったＩＴベンダーの担当者から話を聞い

たことがある。 
 
「ＩＴ部門に事業部門の要求を仕切れる力がないのなら、

プロジェクトから外れてもらい、我々が事業部門と直で話

したほうがよい。それがお互いのためだ」とその担当者が

吐き捨てたのをよく覚えている。 
 

▼ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを失敗に導くユーザー企業の IT 部門の問題点 

 
 
（上野意見） 
実はＳＥ職種は昔の名残りなのです。 
昔の職種は 

 オペレータ 
 プログラマ 
 ＳＥ 

でした。 
 

したがってＳＥは、オペレータ、プログラマ以外のすべ

ての業務をこなしました。 
ビジネスの分析から始まって、今でいうアーキテクチャ

設計を含むシステム設計プロマネ、当然アプリの保守も

やっていたのです。 
 
１人で全部こなす、これは昔への回帰です。 
 
システムＩＴの第１世代の人間が経験した業務習得です。 
小規模で信頼性要求は高くなかった。 
トラブルがあっても、何とかなった。 
こういう中で、人が育ったのです。 
 
今の大規模システム開発では、各人の作業が細かく分業

化され、試行錯誤が許されないような状況で人が育つわ

けがないのです。 
 
田中氏は、「ヒーローを否定する集団重視の文化、これで

は人材が育たない」という問題提起もされています。 
 
------------------------------------------------- 
しかし読者に混乱を与える可能性があることがあります。 
以下のように、異なるものを一緒くたにした議論がされ

ている点です。 
 
１． 業種不問での議論展開をしている 

  
ＩＴを活用したサービスを創ることが新たなＩＴ部門の

ミッションといいますが、ビジネスを創りだす仕事ー 

Ｗｅｂマーケティング，ＥＣなどは、B to B 中心の製造

業ではどうでしょうか？ 
 
そもそも、ＩＴがビジネスにとってコアかどうかは業種

によります。 
 
ＩＴの活用がコアな業種は、金融と流通、一部のサービ

ス業です。これらの業種でことの本質が分かる企業では、 
情報子会社さえ作らずに開発力を温存しています。 
 
それ以外の業種ではＩＴ活用はコアではないので、情報

子会社の売却も発生するのです。 
 
ＩＴがコアであるかどうかが重要な判断ポイントである

ことは認識されているようですが区分を明示しないでの

見解提示をされています。 
 
２． ＩＴ部門の果たしてきた業務を間接業務支援システム」に

局限化している 

  
解説中では、コンビニのＰＯＳシステムなどという記述

もありますが、これまでのＩＴ部門の果たしてきた業務

の代表を基幹系システム＝間接業務支援システムと極め

つけています。 
 
しかし、以下のビジネス支援システムを担当してきたの

も、主体性の程度は別にしてＩＴ部門です。 
 金融業界のＡＴＭ 
 B to C 業界のＰＯＳ 
 流通業界のＥＤＩ（自動受発注）システム 
 流通業界の自動請求入金照合システム 
 物流業務の自動倉庫システム 
 物流業務の配送計画システム 
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多くの企業でＩＴ部門の担当外であった業務に以下のシ

ステムがあります。 
 ＣＡＤ／ＣＡＭシステム 
 研究開発支援システム 

（前掲自動倉庫システムも場合によってこちら）

 
ただし、これらは、ビジネスの強化にはなっていますが、 
新しいビジネスを創りだしているわけではありません。 
 
田中氏も挙げておられるＩＴを活用した新しいビジネス

の創出は、以下のものです。 
 ＥＣ （アマゾンなど） 
 ＳＮＳ（FACEBOOK など） 
 情報検索ビジネス（GOOGLE など） 
 通信ビジネス（ＬＩＮＥなど） 

 
小松製作所の COMTRAC は、大きくビジネス強化に貢献

していますが、ＣＡＤ／ＣＡＭシステムの範疇でしょう。 
 
こういう全体整理の上で、持論を展開されれば、より説

得性が高くなると思われます。  
 
３． 「事業部門のシステム」において、業務処理システムとビジ

ネスシステムの混同をしている 

 
事業部門がＩＴ部門を通さずにＩＴベンダに発注するこ

とをシャドーＩＴと言っていますが、既存企業では業務

処理システムでシャドーＩＴすることはあり得ません。 
 
いくら事業部門が「システム」に疎いといっても、既存

のシステムとの連携が取れないシステムをＩＴベンダに

発注することは考えられません。 
 
すべてがシャドーＩＴ化していくような表現をしている

ことは、誤解を招きます。 
 
４． ＩＴ部門の凋落の背景として昔と今のＩＴ部門の業務の変

化を認識していない 

    
昔のシステムは業務の機械化でした。したがって、どの

業務の機械化をするかを誰かが決めれば、システム部門

の「ＳＥ」主導で業務の現状を把握しその機械化をなん

なくこなすことができました。 
  
だから、システム部門はＩＴ化の主役が務まったのです。 
 
それに対して、現在のシステム要求はビジネス強化が目

的です。どういう方向に強化すれば、ビジネスが強化さ

れるかは門外漢のシステム部門では分かるはずがありま

せん。 
  
したがって、システム案件をこなすことができないのです。 
 
現在のＩＴ部門は、ＩＴベンダに対してはせいぜいが仲

介役です。 
「下手な仲介をするなら、何もしてくれない方がよい」 
というのが仕事を任されるＩＴベンダの本音です。 
（本書でも前掲のようにその指摘はあります） 
 
 
 
 

５． 保守（エンハンス）業務軽視で 運用と十把一からげにし

ている。 

 
「運用担当」が運用だけだったり、アプリ保守を含んで

いたりしています。 
  
「フルアウトソーシング（売却）した結果、アプリの保守

対応が悪くなった」というような記述はありますが、 全

般的には、保守業務を重視しているようには見えません。 
運用のつけたし程度にしか見ていないようです。 
  
「システム運用の日常業務に明け暮れているうちに、 

ＩＴ部門は経営や事業部門と没交渉になり、社内のＩＴ

ニーズのリアリティーやコミュニケーション能力まで失

っていまうのだ」 
  
とありますが、保守業務では常時事業部門との接触が行

われているのです。 
そうしなければ、保守（エンハンス）はできません。 
 
実は、エンハンス（保守）業務軽視は，「国」の定めてい

るＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）でもみられるのです。 
 
アプリケーションスペシャリストが、エンハンス業務を

担当するのではないかと思われますが、この職種の業務

内容に保守のことは一切記述されていません。 
 
ＩＴＳＳをユーザ企業向けにアレンジしたＵＩＳＳ（ユ

ーザＩＴスキルスタンダード）では、アプリケーション

デザイナーの担当業務は「ＩＳ保守」と書かれています

が、内容の記述はありません。 
 
ところが皆さま！！ 
今や基幹系システムの開発はとうの昔に終わり、現在は

そのシステムのエンハンス（保守）が開発保守部門の仕

事です。現在は、開発保守従事者の半数は保守の担当な

のです。 
 
保守の内容としては、 

 組織・制度変更への対応、 
 法改正への対応 
 ＩＴ稼働インフラ変更への対応 

だけでなく、 
 経営・部門方針変更への対応 
 業務変更への対応 

なども含んでいるのです。 
 
今やエンハンス業務が、ビジネスを支えているのです。 
 
ところが、保守という言葉から後ろ向き・必要悪という

イメージがあり、担当がいくら苦労しても、その仕事が

積極的に評価されることはありません。 
 
これではいけないのではないか、ということで、システ

ム企画研修社では、多くの企業に働きかけて、 
「エンハンス業務を陽の当る場所に引き出しましょう」 
という活動を大々的に行うことにしました。 
 
別項「フォワード・コンソーシアムがスタートします」 
をぜひご覧ください。 
 

 


